
(1) 里親制度の改正（２１年４月施行）

○ 養子縁組を前提とした里親と養育里親を区別し、養育里親の要件として一定の研修を修めることとする等里親制
度を見直す。
※ 併せて、養育里親について里親手当を引き上げる。

（現行 子ども１人につき３．４万円→ １人目７．２万円 ２人目以降３．６万円加算）
○ 都道府県の業務として、里親に対する相談・援助等の支援を行うことを明確化し、当該業務を一定の要件を満た

すものに委託できることとする。

(2) 小規模住居型児童養育事業の創設（２１年4月施行）

○ 要保護児童の委託先として、養育者の住居において要保護児童を養育する事業（ファミリーホーム）を創設する。
○ 養育者の要件等事業に関する要件を定めるほか、都道府県の監督等必要な規定を設ける。

※ 事業に関し必要な要件として以下のような事項を検討。
＊養育者の要件・・里親として○人以上の子どもを○年以上受託した経験を有する者、児童養護施設等での

養育経験が○年以上ある者等
＊人員配置、設備等・・家事や養育の補助を行う者の確保等

(3) 要保護児童対策地域協議会の機能強化（２１年4月施行）

○ 要保護児童対策地域協議会の協議対象を、養育支援が特に必要である児童やその保護者、妊婦に拡大するほ
か、要保護児童対策調整機関に、一定の要件を満たす者を置く努力義務を課す。

児童福祉法等の一部を改正する法律【社会的養護関連部分】の主な内容

社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会の報告書を踏まえ、社会的養護を必要とする子どもの数の増加、
虐待等子どもの抱える背景の多様化等を踏まえ、社会的養護の質・量の充実を図り、体制整備を図るため、児童福祉
法等の一部を改正する。
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